
ＩＴ活用によりＣＯ２削減効果
が期待される物流業での取組事例
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１．物流業に係る地球温暖化要因の現状と対策

Ａ．物流業のＣＯ２排出の現状

Ｂ．温暖化対策

２．温暖化対策事例

Ａ．デジタル式運行記録計を活用した運行管理システム

Ｂ．コンテナ集配における運行管理システム
（ＲＡＣＳ=Railway Container information System）

Ｃ．共同配送システム（共配ネット）
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●部門ごとのCO2排出割合

１．Ａ． 物流業のＣＯ２排出の現状①

注：環境省 中央環境審議会地球環
境部会2004.11.9資料より作成

２００３年度値は環境省速報値

注：国立環境研究所「温室効果ガス
インベントリオフィスより作成
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運輸部門用途別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費割合の推移
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（注）「エネルギー経済統計要覧2003年版」（財）日本エネルギ－経済研究所資料より作成

１．Ａ． 物流業のＣＯ２排出の現状②
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１．Ａ． 物流業のＣＯ２排出の現状③
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●乗用車の
大型化の推移

出典：平成15年環境白書 （環境
省）

１．Ａ． 物流業のＣＯ２排出の現状④
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経済活動や国民生活に悪影響を与えないよう、自主的取り組み、インセンティブ付与、新技術の開発・導入等により推進。

自家用乗用車からのCO2排出削減が急務

モーダルシフト・

物流の効率化等

（約910万ﾄﾝ）

公共交通機関の

利用促進等

（約670万ﾄﾝ）

・海上輸送へのモーダルシフト等

の推進によりCO2を440万ﾄﾝ削減

・物流効率化により環境負荷の

小さい物流体系の構築し、CO2を

４７０万ﾄﾝ削減

・都市鉄道等の整備推進

・鉄道、バスのサービス、利

便性の向上

・輸送機関のエネルギー消

費効率の向上

環
境
負
荷
の
小
さ
い
交
通
体
系
の
構
築

（約1580万ﾄﾝ）

自
動
車

交
通
対
策

（約2950万ﾄﾝ）

①低公害車の開発

・普及等

（約2060万ﾄﾝ）

②交通流対策

（約890万ﾄﾝ）

・トップランナー基準適合

車の加速的導入

・2010年までに出来るだけ

早い時期に低公害車1000

万台以上普及

・渋滞の緩和、解消によ

る自動車走行速度の向上

を通じ、CO2排出を削減

従来から進めてきている

施策であり、２０１０年の

CO2排出量算定の前提

渋滞対策等道路整備

・幹線道路ネットワーク

の整備、ボトルネック対策

運輸部門約４６００万ｔ削減

国民運動の推進 エコドライブ促進
（約１０万ﾄﾝ～約１８０万ﾄﾝ）

・エコドライブ等国民の努力を引き出す運動を展開

・余暇活動などでの公共交通機関の活用呼びかけ

出典： 国土交通省

１．Ｂ． 温暖化対策① 運輸部門のCO2削減対策
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二酸化炭素排出量
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2010年目標

運輸部門における二酸化炭素排出量の推移運輸部門における二酸化炭素排出量の推移

特段の対策をとらなかった場合の排出量

目標達成のためには、
現行対策を適正に講
じたとしても５００万ト
ンの追加的削減が必
要。

物流のグリーン化（約１４００万トン）

【新たな対策】

荷主と物流事業者のパートナーシップによる
ＣＯ２排出削減への取組拡大

１．地球温暖化対策の現状は、民生・運輸分野が遅れており、今後重点的に取り組むことが必要。
２．運輸分野については、現行対策を全て講じたとしても追加的に５００万トンの対策が必要。

＜温暖化対策の現状＞

３ＰＬの導入により効率的な輸
送・保管・荷捌き等が実施できれ

ば
ＣＯ２・コストとも２割程度削減

アウトソーシングにより営業用
トラックの全国的比率が１％増
えれば２５０万トンＣＯ２削減

例えば荷主と物流事業者が連携すれば・・・

追加的対策は経済と環境が両立できる物流分野で重点的に対応

新たな目標→物流分野で約１４００万トンのＣＯ２削減

物流分野で
重点的な
取組み実施

公共交通利用促進等（約７００万トン）
～都市鉄道等の整備推進等

自動車交通対策（約３０００万トン）
～低公害車の開発普及等

その他国民運動等
～広報等による呼びかけ等

(出典：国土

交通省)

１．Ｂ．温暖化対策② グリーン物流総合プログラム
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（渋滞の緩和、解消による自動車走行速度の向上を通じ、CO２排出を削減）

A．共同輸送・集配

・幹線の共同運行

・都市内の共同輸配送（納品代行・同業種による共同物流・街ぐるみ）

B．車両の大型化

C．情報システムの活用

・道路交通情報、料金の自動収受など高度道路交通システム

・求車求貨情報交換システム

D．その他

・結節ターミナル

（郊外に大型積替え基地を配置し、積載効率を上げ、台数を少なくす
するとともに、バイパス方式で都心に入らないようにする。）

１．Ｂ．温暖化対策③ 交通流対策
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運行カード（ＩＣカード）を
車載端末にセット

車載端末車載端末

GPS衛星による
位置情報受信

輸送中の運行・作業状況を
運行カードに記録

出発

到着

荷卸

休憩

始業

終業

荷積 出発

荷卸 到着

休憩

統括支店統括支店

ブロックブロック
／事業部／事業部

本社本社

支店支店 階層別階層別
管理帳票管理帳票

階層別階層別
管理帳票管理帳票

階層別階層別
管理帳票管理帳票

階層別階層別
管理帳票管理帳票

階層別階層別
管理帳票管理帳票 運行管理運行管理

（実績データ）（実績データ）

運行管理システム
ＡＳＰサーバ

運行管理システム（センター側富士通運行管理システム（センター側富士通IDCIDC））

イントラネットイントラネット

運行管理課所運行管理課所

③運行管理者とドライバーと
の運行チェック／指導

②勤務日報，安全運転確認書
の自動発行

日報

安全管理

燃費管理

①終業時、ＩＣカード（運行記録）
の読込

運行実績運行実績
データデータ

運行管理システム運行管理システム
（課所パソコン）（課所パソコン）

◇法的に必要な車両からの
情報(速度，時間，距離)をデ
ジタルに記録する端末
◇車両を運行する上で取得
可能なユーザデータ(作業情
報，位置情報等)を記録する
端末

２．Ａ． デジタル式運行記録計 運行管理システム①

ー全体運用イメージ－
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２．Ａ． デジタル式運行記録計 運行管理システム ②

・装着車両 ⇒ 全営業用車両 約１７，５００台

・装着完了 ⇒ 平成１７年３月

・システム概要

・法定要素（速度・距離・時間）のほか、従来アナログ式では把握不可能であっ

たドライバーや車両情報などをデジタルデータとして記録、集積

・データ（運行管理情報、車両稼働状況、燃費効率、安全運転成績など）管理

・車両別・個人別に把握 ⇒ ドライバー別アドバイス

・事業所・支店別に把握 ⇒ 全社ベースで一元管理

・効 果

・省力化 ⇒ 従来手作業で集計していた、運転日報、拘束時間管理表など

自動帳票として出力

・環境対策 ⇒ 環境関連データ把握による環境関連帳票出力（車両別燃費集
計表 他）と環境情報集計（ＣＯ２・ＮＯｘ・ＰＭ 排出量） ⇒
エコドライブ運転状況把握によるドライバーへの音声警告 ⇒

期待される燃費削減効果 約１０％

－概要－
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－環境対策（エコドライブ）のための音声警告－

エコドライブ実施

アイドリング・ストップ

音声警告機能を利用し、「急発進」「急加速」「急ブレーキ」［速度違反」を
音声にて違反発生前に警告しています。そのため、違反の抑制・事故防止と
経済走行を実現しています。

音声警告機能により、空車時にはアイドリングを警告します。
また、安全運転確認書で運行毎のアイドリング時間の把握し、違反者には管理者
が運転手に対し、適切な指導を行い改善しております。
また車両稼動実績表にて燃費情報、環境情報（ＣＯ２，ＮＯｘ，ＰＭ排出量）を
一括管理する事により、全社での環境対策に約立てております。

車載ステーションで速度情報やエンジン回転情報を収集しています。
状況によりドライバーへ音声警告しているため常に環境にやさしい運転
を行う事が可能です。

２．Ａ． デジタル式運行記録計 運行管理システム③
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ＲＡＣＳ端末

ファイルサーバ

動態管理システム

ＲＡＣＳ端末
／作業管理端末

D-MCA

HT 車載端末
GPS

車速センサ

車載機器

傭車の場合は搭載しない

無線通信制御装置

・作業進捗状況データの登録

・運行データの登録

・車両位置情報の登録

ＲＡＣＳ側の機能概要(N-SORAに関連する機能)
 ・オーダー登録
 ・操配（オーダの分類管理）
 ・作業状況進捗管理（車両位置以外の情報管理）
 ・作業登録（オーダーと車両紐付け）

・位置情報のポーリング受信

・作業状況受信（都度）
・運行データの受信（都度）
・位置情報の受信（都度）

・追加オーダー指示（都度）

各基地（拠点）

ｸﾚｰﾄﾞﾙ（ﾊﾝﾃﾞｨｰﾀｰﾐﾅﾙ用）

 ・日報作成
 ・作業能効率の集計
 ・傭車支払い金額の集計
 ・マスタメンテナンス

作業管理システム

情報センター（中原）

（10分毎）

コンテナ車両

部は、

２．Ｂ． ＲＡＣＳ① 全体システム概要図
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・デジタルＭＣＡ無線機とマイク

・車載端末機（車速センサと連動）

・ハンディターミナル

・道路種変更スイッチ

２．Ｂ． ＲＡＣＳ② 搭載されている車載機器
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車両現在位置のリアルタイム把握

集配車両

ＤＭＣＡ移動局

ＧＰＳ受信機

位置情報
の受信

位置情報
走行状況
の送信

事務所
へ送信

車載端末

車速センサー（速度・距離）

ＧＰＳによる車両現在
位置の把握

車両位置情報の自動
記録

デジタルＭＣＡ無線に
よる車両位置や走行
状況の自動送信

事務所端末において
車両位置を画面表示

２．Ｂ． ＲＡＣＳ③
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２．Ｂ． ＲＡＣＳ④ 運行管理サーバ（地図画面）
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ドライバー自らが作業登録のために
端末にてバーコード入力を行う様子 (別紙 5）

２．Ｂ． ＲＡＣＳ⑤ ドライバー入力状況

ドライバー自ら端末にて作業登録
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無線によるデータ送
信による作業指示

車両を離れていても
作業指示伝達が可能

車載プリンタへの
作業指示内容の印刷

貨物受取書、作業指
図書の印刷

車載端末

ハンディターミナル

集配車両

ＤＭＣＡ移動局

画面で集配先
などの作業
内容を確認

作業指示
の受信

事務所
から
送信

プリンタで
作業指示書
などを印刷

２．Ｂ． ＲＡＣＳ⑥

車両への作業指示データ送信
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２．Ｂ． ＲＡＣＳ⑦
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月間勤務計画・実績（入力画面） （別紙８）２．Ｂ． ＲＡＣＳ⑧
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Ａﾒｰｶｰ工場

Ｂﾒｰｶｰ倉庫

配送先①日通配送拠点

問題点

１．伝票を方面別に分け、手集計で重量を算出し、車両を決定している。
→ 積載効率の悪化を招く

２．突発的な物量の波動に対応できない。
→ 臨便の増加

・物量はお客様の伝票毎に手集計
・全体の物量把握ができない
※配車担当者の経験と勘で操配

２．C． 共配ネット① 従来の集配方式

日通配送拠点

配送先①

配送先①
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Ａﾒｰｶｰ工場

Ｂﾒｰｶｰ倉庫

配送先①

日通配送拠点

２．C． 共配ネット② 共同配送システム導入後

・配送先毎に重量を合算
・車両毎の積載重量を計算
※配車担当者が効率的に操配

導入効果

１．お客様のオーダーが名寄せされ、配送先毎の重量が明示される。
配車時に車両毎の積載重量が明示される。

→ 積載効率が改善

２．お客様から配送オーダーを事前に入手することで、物量の波動にも柔軟な
対応が可能。

→ 臨便の削減

配送先①

配送先①
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・算出のための条件

１．配送拠点での使用車両について
・小規模拠点で１０台、大規模拠点で２５台
・配送車両は４ｔ車
・１日の走行距離は平均１５０ｋｍ

２．削減された車両台数
・拠点平均 １．５台／日・拠点

３．システム導入拠点数
・全国２５拠点

・１日当り CO2削減値試算
『平成１３年度輸送機関別ＣＯ２排出原単位：数字でみる物流２００４（日本物流団体連合会発行）』

１７４（g・co2／t・km）×４（t）×１．５（台/日・拠点）×１５０（km）×２５（拠点）
＝３,９８７,７５０ (ｇ・co2/日）

※約 ４ t ・co2 /日の削減

２．C． 共配ネット③ ＣＯ２削減効果
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